
公共自勺葛冨共分野への民は司清プつの串入方伍窮

（規制農相及び国公有地等の活用を除く〉

r総合経済対策（昭和58年10月21日決定）jを璃まえて．これまで新たに
訊せられているもの【60年10月現在】

（注）：（　）内は指同年度
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位・宅・宅±也l和声モ分旦野

（民間事業に対する同等による財政．金敵等支援）

・土地区雨蛙理組合に対する住宅公庫・開銀款貝馴鹿（59年度）

・割合土地区画轄理事業を一括して代行する象訂代行者に対する住宅金融公庫敏賢制度の創設

・絶台土地区画整理事業の補助対象の拡大

・特定住宅市街地総合整備促進事業　規模要件の枝和（60年度）

・公営住宅総合建普モデル事業の創設（59年度）

（民間事業を促進するための皿等による碁盤担肺）

・住宅宅地関連公共施設整備促進事業　団地規模要件の緩和（59年度）

（民間事業を促進するための制度整備）

・催地別度の調査・検肘

・借地契約標準契約的款の検討

（民間事業に対する国等による空隈の提供）

公的宅地開発事業により造成された宅地の民間デベロッパーへの譲渡
（例）西神ニュータウン、港北ニュータウン
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簿潤削持分司

（民間革菜に封づる国零による桐取．金融等支払）

・俊良再開発建窯物性備促進部某の鮮呈【補助日59年膿）．酎i喪件舷抱く60年酎
住宅公庫．中小公膵．抑圧公膵縫只

・地区再開発促進事策糾度の創設用的1く59年味）
住宅公軋中小公膵．国民公序融資

・公益的施設を導入する市街地再開発事業に対する撼助の拡充（60年度）

・土地区画推理粗合に対する住宅公序．開設の鼠汽制度

・開銀．北東公序及び住宅公庫の都市再開発関係責付金利度（59年度）．拡充（60
【住宅公膵は60年度のみ】

一税制－

・特定民間再開発事業制度の創設（59年庭）
【詣渡所得　課税の繰延べ】

・特定の侵良な再開発建築物に対する割増駐印剛腹（60年度）

（民間事業を促進するための国等による基盤整備）

・地方部市中心市街地活性化計画の創設（60年度）
シェイプアップ・マイタウン

港湾再開発事業の推進
（例）東京港．神戸港

・人工島建設の推進
（例）神戸港．大阪澤

・新郡市拠点整備事業別度の創設（60年度）

・特定地域高規格堤的痩備事業の創設（60年度）

・みなとみらい21事業の推進

・関西文化学術研究郡市建設の推進

・覇張斬払心椚理の推進

・神戸ハーバーランド構想の推進
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鯛事案を促進するための馴鹿鞄肺）

．土地信託啓及・訴用方筒の検討

．まうつくり公益信托設定の促進

よる事桑の推進【財団法人等日

．逆臣開発貸金制度の創設

．く財）郡市みらい推進母網の設立

民協力による事業の推進〔第3セクター引）

・開鯛の郡市再開発に対する出貝制度の創設（60年度）

・開毒最の核郡行目拠点地区恨備覇業に対する出口制度の付設（60年度）

村中の事項）

・CA Bシステム整備の推進

・インテリジェント・シティ整備の推進

・インテリジェント・ビルの振興

・アーバン・テレウェイ構想の推進

・高速自動車国道インターチェンジ周辺開発整備方策の検掴

・沿道喜寿詰物醍荒方策の検討

●′吉、ゆトビア事業モデル地区整備
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通　一；由イ再開イ系黍ヒ会舞木爵存備青分野

く民間事業に対する即事による命級支援）

・開銀・北東公庫の融汽糾度

（民間事桑を促進するための制虹整備）

・電気通信分野への新規舎人の促進

日木テレコム（玖）．日本馬速射吉（株）設立．発＝霜等（抹）．
日本通信衛星（抹）．宇宙通信（抹）を含め合計5社に割一種電気通信事業の許可

第二倭電気通信等菜の登録・届出・
8社置抜・161社届出（60．9．30現在）

（官業の民間開放）

・電気通信事業法の鰯行く60．4．1）

（公社等民営化）

・電電公社の民営化（60．4．1）

（民筒事業を促進するための国等による基盤整備）

・臨港交通施設の整備

・新交通システムの整備

（官民共病出買ヒよる事業の推進【特殊法人たる株式会社方式】・）

・関西国際空港の整備

関西国際空港（株）設立（59年度）・着工（60年度）

（検村中の事項）

・国際通信分野における第二種電気通信前菜の新規参入の検討，

・首郁現中央還招道沿道整備方策の検拍

・メディアターミナル構規の推進
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け担I或産共等碁蒜蒜表有‾右前

（民閃事菜に対する四等による財政．金融等支援）

【テクノポリス関連】

・開銀・北東公庫の駿只制度の創設（59年度）．拡充く60年度）

・テクノポリス開発計南の承認

ー税別－

・テクノポリス促進税別の創設（59年度）

・特別土地保有税非控撰相田の創設（60経度）

【÷ユーメ‘デイア関連．その他】

・開銀・北東公庫のニューメディア振岡の融資制度の創設（59年度）．拡充（60年度）

・テレトピア構想の推進

・コミュニティー・マート構想．の推進

・ニューメディア・コミュニティー構想の推進

・農林水産僑和システムの開発・整偏の推進

ー税制－

・特定基金に対する負担金等の損金持入特例制度への追加（60年度）

（民間事業を促進するための国等による基盤整備）

【テクノポリス関連】

・基盤整備事業の重点実施
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（民間事業を捉進するための制吸熱備）

【テクノポリス明達〕

・（財）日本テクノマートの創設

【ニューメディア開通．その他】

・CATVの普及の促進

CATV施設への財団抵当制度適用等

（官民協力による事業の推進【財団法人等日

【テクノポリス関連】

・・テクノポリス開発機桐の設立

【ニューメディア国連．その他】

・ニューメディア・コミュニティT構想推進法人の設立（60年度）

・テレトピア推進法人の設立く60年度）

（官民協力による事菜の推進【第3セクター等】）

【ニューメディア関連．その他】

・ニューメディア・コミュニティー構想推進法人の設立（60年度）

・テレトピア推進法人の設立（60年度）

（民間事業に対する田寺による空間提供）

・公設試験研究段間の先端技術開放試験要の設霞く59年度）

（検討中の事項）

・地場産業推進モデル事箕の創設（60年度）

・沿岸海域開発利用構想の検討

・沖合人工島構想の枝村
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「一‾一二．：　－－－

l按和阿開発

（民用事巣に対する副等の桐政．金融等支提）

・中小企業技術力強化のための各種技術研修．中小企業技術罫度化対策宍補助金

・中小企業技術改善費補助金への研究開発型企業枠設定（59年度）

・基盤技術研究円滑化法の施行（60年度）

・碁盤技術研究促進センターの行う民間の基盤技術に関する試験研究に必要な買金の融資等

一税制－

・基盤技術研究開発促進税別の創設（60年度）

・中小企業技術開発促進臨時措置法に毒づく丑税の特例

（民間事業を促進するための制度整備）

・四際研究協力ジャパントラストの設立（60年度）

・基盤技術研究円欄化法による国際共伺研究に係る特許権等の取扱いの弾力化

・中小企業技術力強化のための異業種間にわたる技術移転・技術交流の促進

・バイオテクノロジー技術開発の推進

（民酪事業に対する団等による空間提供）

・茎鯨技術研究円滑化法による国有試験研究施設の廉価使用描毘

（官民共同出資による事業の推進【認可法人方式】）

・萎封技楠研究促進センター設立のための政府・開銀出汚く60年度）

（官民協力による事業の推進【第3セクター等】）

・基盤技術研究促進センターの行う任用の連館技揃に関する試験研究に必要な賀金の出只

・地域フロンティア技術開発事業．地域システム技術開発事業の推進
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口調」ヒ暫電評釈仔羽写竜　一　保全．
苛吐：余日勺－り一　一　ヒ：一二乙．　そのイt立

（公共的事業主体への民間持会導入）

・悶有林における分収膏林事業

（検討中の事項〉

・海洋性レクリエーション1リゾート空間の形成方策の調査
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